
りに向けた人材の育成といった課題もあり、学校教育に
おいて消費者教育で扱うべき課題は増すばかりである。
文部科学省（2018）は国民の一人一人が自立した消費者と
して豊かな消費生活を営む上で、消費者教育は重要であ
るとして、小・中・高等学校等を通じて社会科、家庭科を
中心に児童生徒の発達段階に応じた消費者教育を推進す
るとしている。また、消費者庁の中学生向け消費者教育
教材「消費者センスを身につけよう」（2019）では、中学生
の消費者相談件数は3000件（2017年度）とされているが、
相談窓口に相談される件数は全体の7％程度であること
から、実際には年間4万件以上のトラブルが発生してい
ることが予測できるとしている。苦情の内容としては、
放送コンテンツ、健康食品、化粧品の順で、放送コンテ
ンツの内訳としては、アダルト情報サイト、オンライン
ゲーム、内容を特定できないデジタルコンテンツ、出会
い系サイトといった順で、多くの子どもがスマホを個人
で持つ時代となった今、問題は一層増加するとともに複
雑化しているといえる。
一方、家庭科の教員の消費者教育に関する意識とし

て、鈴木（2012）は中学校の家庭科と社会科の教員への質
問紙調査から、消費者教育の関心の程度、学習経験、研修
会参加経験については、社会科教員よりも家庭科教員の

１．問題の所在と研究の目的
消費者を取り巻く社会は日々変化し、様々な商品が生

産され、大量に消費されている。情報も日々変化が加速
する現代において、消費者教育の目指すところは、国民
の一人一人が自立した消費者として豊かな消費生活を営
むことのできる消費者市民社会を実現することにある。
平成24年8月に議員立法によって「消費者教育の推進に
関する法律」が成立した。これに基づき、消費者庁と文
部科学省において、「消費者教育の推進に関する基本的な
方針」を変更し（平成30年3月20日閣議決定）、国全体と
して消費者教育施策の推進を図るとしている。これによ
り、従来の消費者教育は、消費者一人一人が、正しく、
適切な情報を基に自分のために合理的選択を実践し、被
害にあわない、豊かな生活を送ることを基本とする自立
支援の教育から、個人として自立しているだけでなく、
消費者が社会の一員として行動すること、消費者一人一
人が「消費生活の問題は、自分だけでなく社会の問題」と
理解し実践していくことだとしている。一方、食の安全・
安心に関する問題、環境問題、悪質商法による被害や多
重債務など、消費生活に関する社会問題が深刻なものに
なっているなか、SDGsの視点からは持続可能な社会づく
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要　旨
本研究は、中学校家庭科における消費者教育の教育的効果を高めるための実践的な知見を得るための手立てを検討

することを目的とし、2名の家庭科教諭と1名の大学教員による約1年間のアクションリサーチによって、消費者教育
の捉え直しを行った。まず、家庭科の教諭2名から消費者教育に関する問題点を挙げてもらい、その問題を解決するた
めに必要なことを検討した。その後、研修会は1か月に1回程度実施され、それぞれの家庭科教諭が、課題への取り組
み（Plan）をそれぞれ授業の中で実践（Act）し、その様子を観察（Observe）し、省察（Refiect）したうえで新たな取り組
みを考えていくことを繰り返す実践について、オンラインによる研修会で語ってもらった。
アクションリサーチの効果としては、家庭科教諭の教材開発に対する積極的な姿勢である。共通の課題を設定し、

教師がアクションリサーチに取り組むことで、自発的に問題解決に取り組むこととなり、個々の家庭科教諭の指導者
としてのスキルアップが期待できるということである。もう一つは、学習指導要領にとらわれることなく自由な発想
で教材開発に取り組むことで、生徒が意欲的に学習に取り組むようになること、そして何よりも教師自身が、授業を
客観視するようになること、最終的には消費者教育の目標の捉え直しになったということが確認できた。

中学校家庭科における消費者教育の捉え直し
― アクションリサーチによる授業改善 ―

＊　  千葉市立朝日ヶ丘中学校
＊＊     千葉市立松ヶ丘中学校
＊＊＊   島根大学教育学部小学校教育専攻
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方が高いこと、消費者教育の実施時間数と必要時間数と
の間にギャップが存在することを指摘している。また、
奥谷（2011）も学校教員を対象に消費者教育研修の実態と
ニーズに関する研究の中で、研修に対する教員の関心は
高く、参加に対しても積極的な傾向が示されたこと、し
かし、学校教育における消費者教育の位置づけと教科と
の関連性が教員の中で明確化されておらず、消費者教育
そのものの優先順位が低くなっていることを報告してい
る。また、堀江（2016）は、家庭科担当教員を対象に開催
された研修会に参加した教員（小学校48名、中学校25名）
へのアンケートの結果から「D　身近な消費生活と環境」
の指導に関する意識として「大変得意である」との回答は
0名で、「得意である」が9名、「あまり得意ではない」が48
名、「得意ではない」が13名という結果からこの分野は教
員が自信をもって指導している学習分野とは言えないこ
と、消費者教育推進のために教員が望む支援としては「児
童生徒向けの適切な教材」が最も多く挙げられていたこ
と、教員自身の能力の向上が直接的に見込めるであろう
「教員向け研修」への要望はあまり高くなかったことを報
告している。
以上の結果からも家庭科は扱うべき学習内容が多い

反面、授業時間が短縮され、思うような授業が展開でき
ないという現状があり、その中で消費者教育については
自信をもって指導に当たっている教師が少ないこと、そ
の背景として教師自身が多忙で新しい知識を得るための
研修に参加し、教材を開発する時間的な余裕がないこと
などが予想される。奥谷（2011）は教員のニーズに応じた
研修の展開、研修の蓄積の必要性を示しているが、教育
行政や消費者行政の行う研修については、新しい知識を
得るという視点からすると十分に意味のあるものである
が、受講者からすると受け身になりがちであり、現場の
教員が望む直接授業に生かせる適切な教材ではないとい
う問題が存在すると考えられる。
これらの問題を解決するために、本研究では教員の

自発的な教材開発と授業改善を目的としたアクションリ
サーチに取り組むこととした。アクションリサーチにつ
いて、佐野（2000）はアクションリサーチとは、「生徒や同
僚の意見も聞きながら、系統的に持続して行う反省的授
業研究」としている。加えて、良心的な教師なら実は誰も
が無意識のうちに実施していることであり、例えば「今
日の授業は失敗だった。導入の方法がまずかったからだ
ろうか？明日はあの部分を変えてみよう」と考えたとし
たらそれがリサーチの出発点であるとしている。つまり
「教師が授業を進めながら、生徒の力も借りて実践を反省
し、改良していく継続的な授業研究」であり、一人一人の
教師が自分事として捉え、主体的に取り組むことができ
る方法である。
以上のことから本研究では、「家庭科の消費者教育に

おいて求められる授業を開発する」をテーマとして、アク
ションリサーチの手法を用いて、個々の家庭科教師が、自
己省察を繰り返す中で授業改善していくプロセスを明ら
かにすることを目的とする。なお、本研究ではアクショ

ンリサーチを推進していくためのアドバイザーとして大
学の家庭科教育担当の教員がスーパーバイザーという立
場で参画する。また、本研究では、スーパーバイザーと
しての大学教員が元中学校の家庭科の教員であったこと
から、中学生を対象とした授業開発に取り組むこととす
る。

２．アクションリサーチの概要
前述した通り、教師は消費者教育の適切な教材を求め

ている。しかし、提供される教材は、参考にできる部分
はあるとしても学校の地域性や生徒の実態を考えるとす
ぐに使えるというものでもない。また、その教材を使用
することによって生徒がどのような変容を示すのかとい
う教育的効果を明らかにすることによって、その手立て
の有効性を示すことが必要だと考える。
以上のような趣旨に基づき、本研究ではアクションリ

サーチの手法を用いた「消費者市民社会の育成を視点と
した授業の開発とその有効性の検討」を進めた。
教育研究としてのアクションリサーチについて、秋田

（2009）は、以下のように述べている。
1960年代イギリスの共生によるトップダウンのカリ

キュラム改革と、教師の人事考査や説明責任を求める動
きに抗して、教師主導のカリキュラム改革を支える理論
としてアクションリサーチが実施された。（中略）教師自
らが開発したカリキュラムを評価していく方法として、
アクションリサーチが使用され「ヒューマニスティック・
カリキュラムプロジェクト」と呼ばれる運動が展開され
た。このプロジェクトの特徴は、アクションリサーチに
よる「反省的な教育実践」という一つの概念の中に授業の
具体的な改善と教師の生涯発達、カリキュラム開発と評
価、教育研究の実施と省察を統合し、実現しようとして
生まれた点である。教育研究と授業改善の分離は、授業
とカリキュラム開発の分離につながるととらえ、分離で
なく統合連続するものとして授業を通してカリキュラム
開発を行い、研究し、省察することを前提とされた。（中
略）「授業改善－カリキュラム開発－教師の専門性の発達
－学校改善」という様々な課題の網の目をつなぐ教育研
究法としてアクションリサーチは生まれている。
上記の通り、本研究においては共通の課題を見つ

け、課題への取り組み（Plan）をそれぞれ授業の中で実践
（Act）し、その様子を観察（Observe）し、省察（Refiect）
したうえで新たな取り組みを考えていくことを繰り返す
ということである。
以下、本研究におけるアクションリサーチの概要を示

す。
・共通の課題：消費者教育の題材開発
・メンバー：千葉市立中学校家庭科教諭2名と大学教員1
名

・期間：2021年6月～ 2022年3月

112 中学校家庭科における消費者教育の捉え直し



4-1-2　指導計画
この単元における「自立」とは、生徒が計画的な金銭管

理の必要性について理解することや消費者として商品に
対して自ら判断し、選択、行動できることとした。その
際に、消費者として個人的な視点だけではなく社会的な
視点も含めて考えられるようにした。全6時間構成で授
業計画を立案した（表1）。成年年齢の引き下げにより、数
年後には大人になる生徒たちだが、大人になることによ
り何ができるようになり、そのためにどのようなことを
考えていく必要があるのかという意識は低い。そこで、
まず1時間目には、事例を参考にして1人でできる契約内
容について理解し、契約できるからこそ自分がしっかり
と考えなくてはいけないということを自覚させられるよ
うにした。その後、様々な意思決定をする活動や事例か
ら、今の自分を振り返り、自分に合った金銭管理の方法
について考えられるようにした。

4-2　アクションリサーチによる授業改善
4-2-1　計画的な金銭管理

 表1　本研究で実践した指導計画

3 ．消費者教育の教育的効果を高めるための手立ての検討
3-1　問題の共有
まず、個々の教師が消費者教育を行っている中で日頃

感じている問題点を出し合った。まず、最初に出された
のは、中学生が消費者教育を自分事と捉えることが難し
いということ、2つ目としては、生徒の学習意欲を高め
ることが難しく、教師自身も楽しく授業をすることがで
きないという問題であった。その中で語られたことは、
教師がつまらないと思って授業をやっていると、当然生
徒も同じ気持ちであろうし、内容的にどうしても知識伝
達になってしまうということであった。
そこで、二人の教員の課題として「生徒の学習意欲が

高まる教材の開発」に取り組むこととした。
3-2　教育的効果の検討
今回の取り組みの生徒への教育的効果についてのア

ンケートの実施はしないこととした。そのため、教師も
思い込みといった一面性に偏るといった批判も考えられ
るが、学習指導要領にとらわれることなく、自由な発想
で教材開発することに重点を置いた。

4 ．授業実践（A教諭の実践）
4-1-1　単元の目標
「自立」について中学生の時期は、「生活的自立」「精神
的自立」を目指し、「経済的自立」に興味を持つようにする
と、家庭分野のガイダンスでも取り上げられている。ま
た、地域や社会との関連もさせて学ばせることとしてい
る。そこで、今回は、中学3年生（92名）を対象に、『自立し
た「おとな」になろう～目指せ！社会を変える消費者市民
～』という単元目標を掲げた。消費者として、主体的・積
極的に情報を収集し、自分で考え吟味し、評価し、判断
し、意思できる資質・能力の育成を目指す。
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り、各自が考えた支出の際の優先順位や活動を通して感
じたことについて話し合えた。また、授業者がねらいと
する活動中のつぶやきも改めて取り上げ、全体で考える
きっかけとした。
その結果、先を見通して支出計画を考える必要がある

ことや、実は現在の実生活で自分の趣味にかけている支
出は、今回のシミュレーションゲームの金額を上回るた
め社会人になったら、別の方法で趣味にかけるお金を捻
出する必要があることなど、今の自分の消費行動につい
て振り返りながら今後どのようにしていくのか考えられ
る発言が見られた。

（2）クレジットカードの活用 【第3時間目】
クレジットカードの使い方についても、計画的な金銭

管理ができる力を要する大切な教材である。しかし、授業
については、生徒にとって内容が難しくDVDや動画を利
用しても知識を定着させることの難しさを感じていた。
さらには、生徒にとってクレジットカードが借金である
こと、指定の期日までに支払いができない場合のリスク
の大きさばかり印象に残り、本来の便利さが薄れてしま
う傾向が見られていた。そこで、第3回目のアクション
リサーチ研修会において、話題にした。

（1）社会人2年目を想定したシミュレーションゲーム
　【第2時間目】
本時では、社会人2年目の 1ヶ月の生活シミュレーション

を現在の日本の平均収入や平均的な支出を参考に授業者が
作成した。［表2］に授業の流れを示す。
しかし、展開②の時配がペアのペースにすると、展開

②の時間が十分に確保できなくなる。その状況でまとめ
をして、生徒に授業の振り返りを記入させると、「もっと
節約した方がよいと思った」「大人になったら自由に使え
るお金が少なくなるので、必要な物だけを買うようにし
たい」という内容が多く出てくる。実際は、節約すること
がベストな選択なのではなく、各自が優先順位を考えた
計画的な支出、先を見通した消費行動が必要であること
を理解させたい。そのためには、展開②の時間の確保が
必要不可欠である。

表2　第2時間目の授業の流れ

この内容を受けて、授業の時配を再検討することとし
た。変更点は、展開①を授業者がタイムキーパーとなり、
質問項目を読み上げた。補足説明が必要な部分は、その場
で説明をした。また、ペアで話している内容やつぶやき
を拾いながら全体に随時返すようにした。すると、展開
②の時間を確保することができた。そして、シミュレー
ションゲーム後に、お互いの残金の多少や活動を振り返
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図1　実際に使用した申込書

このことを踏まえて、クレジットカードの申込書を参
考にして、記載内容を確認する活動を追加した。
そして、クレジット（credit）の意味や事前審査につい

て具体的に考えることから、期限内に支払う能力の信頼
が関係あり、クレジットカードを使用することの責任を
自覚させられる効果があったと感じる。

4-2-2　商品に対して自ら判断し、選択、行動でき
る力の育成

（1）新聞の折り込みチラシの活用 【4時間目】
アルヴィン・トフラーによる、生産者（producer）と消

費者（consumer）を合体させた造語である「プロシュー
マー」という概念に基づき、考えるようにさせたい。

教具として、身近な新聞の折り込みチラシを活用し
た。日常、よく目にする新聞折り込みチラシだが、じっ
くりと読み込むことはあまりしない。また、お菓子など
お小遣いの範囲内で購入ができる物は注目するが、興味
のない商品をあまり見ることはなかったようである。し
かし、授業の中で何枚かのチラシをじっくりと見る活動
やお互いに気になる点などを話し合うことを通して、小
さな注意書きや記載事項に着目したり興味のある人とな
い人との視点の違いや購入までの思考の過程に気づいた
りすることで、商品に対して批判的意識を持ち選択して
いこうとする記述が見られた。

4-3　授業実践を行った教師の振り返り
今回の授業を進めるにあたり、指導計画を立案する前

に、最終的に目指す生徒の育成像を明確にした。アクショ
ンリサーチを通して、「自立」した消費者とは何か、どのよ
うな資質・能力を育成したいのか具現化させることがで
きたことで、授業者自身が安心をして授業に臨むことが
できた。また、授業を進めながら定期的に他人事によう
に捉えがちな消費行動をより自分事として捉えられるよ
うになるための発問や授業展開例を話し合うことを通し
て、随時、授業内容を変更していくこともできた。今ま
での授業の感想を読むと、授業者の受け売りのような内
容や深まりが見とることができない記述（例えば、他人
事のような記述）も少なくなかった。しかし今回、全6時
間の授業を終えた最後の感想で「『購入＝投票』というこ
とが分かりました。だからといって購入を止めることは
できません。フェアトレード商品は通常より高い物ばか
りです。僕は、顔も名前も知らない人たちのために自分
のお金を使おうと思いませんでした。よっぽどお金持ち
じゃないと…」という記述があった。「自立した消費者」と
して目指してきた「消費者として主体的に考え吟味し、評
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●思考・判断・表現
・物資・サービスの選択・購入、自立した消費者として
の消費行動について問題を見出して課題を設定し、
解決策を構想し、実践を評価・改善し、考察したこと
を論理的に表現するなどして課題を解決する力を
身に付けている。

●主体的に学習に取り組む態度
・よりよい生活の実現に向けて、金銭の管理と購入、
消費者の権利と責任について、課題の解決に主体的
に取り組んだり、振り返って改善したりして、生活
を工夫し創造し、実践しようとしている。

5-1-2　指導計画
学習意欲を高める教材として「先生のプライベート」

が使えると仮定した。生徒は、教師という存在に興味深
さを感じている。教師のプライベートを知りたいと思っ
たり、教師の好きなものや関心があることに興味を持っ
たりする。これを授業に活用し、消費活動という、慣れ
親しんだようで実はよくわかってない行動を、学問とし
て身近に受け止めてもらうことを狙う。もちろんその中
では、指導事項の説明や消費生活の課題に触れる。しか
し、学習指導要領や教科書で指導すべき内容よりも、授
業の進行や教師の伝えたいことを優先し、一連の授業の
軸がぶれないことを大切にした。こうして、この題材を
大きな枠組みで捉えて総合的に授業を進行できるよう計
画した（表3）。

 

価し、判断し、意思できる資質・能力」の力ではないかと
考える。
しかし、授業を進めていて、まだ生徒が主体的になっ

て自分の消費行動について考えていこうとする実感は得
られていない。今後の課題としては、消費者の権利や責
任、クレジットカードの内容について、より主体的に授
業に取り組めるような工夫をすることである。これまで
動画等を活用して知識の定着を図ってきたが、それぞれ
仕組みや権利の種類等は理解できたとしても実生活への
つながりや活用についてつなげる意識を高めることは難
しい。第4回目のアクションリサーチ研修会において、
スーパーバイザーより「家庭科の消費者教育で求められ
ていることに『消費者市民の育成』というものがあり、そ
の大きな柱から授業を問い直してみることが大事。例え
ば、その視点から改めてクレジットカードの授業を組み
直してみるのはどうか」とアドバイスされた。主体的に
考えて責任のある消費者として行動していくために、三
者間契約のクレジットカード、消費者の権利や責任の単
元において、実生活につなげられるような学習方法や教
材・教具を考えられるようにしていきたい。

5 ．授業実践（B教諭の実践）
5-1-1　設定した課題
「消費生活を題材にした授業が教え込み型になってし
まい、生徒も教師も興味がわかない」これが今回の授業改
善の動機だった。授業で扱う題材を、知識を重視するも
のと技能を重視するものに分別していた。衣食住の題材
では技能を扱うことができるが、消費や環境ではできな
いという前提のもとで授業を作っていた。

ここから、授業づくりの前に評価を設定することとし
た。評価規準に基づき、評価方法を設定することで、授業
の内容が自然に見えてくるように感じた。授業で取り扱
うべき内容を教え、そこから評価を考えるのではなく、
評価を基に授業内容を検討していった。
●知識・技能
・購入方法や支払い方法の特徴がわかり、計画的な金
銭管理の必要性について理解している。

・売買契約の仕組み、消費者被害の背景とその対応に
ついて理解しているとともに、物資・サービスの選
択に必要な情報の収集・整理が適切にできる。

・消費者の基本的な権利と責任、自分や家族の消費生
活が環境や社会に及ぼす影響について理解してい
る。
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促すためであり、クレジットカードを作ることによるメ
リットは誰が一番握っているのか、と議論した。ポイン
トカードも同様に購買意欲を掻き立てるため、という見
方もでき、経済の仕組みや社会の仕組みを考えることも
授業に活かせそうだと感じた。スーパーバイザーは、「仕
組みの話は眠くなるかも」と不安も口にしていたが、中学
生には早いとするのではなく、学問として深みを見せて
いくことは主体的に学習に取り組む力のきっかけになり
うると考えた。

5-2-2　自立し、自分らしく生きることを考える
【第6時間目】

研修会の中で、節約という言葉に対して新しい視点を
持つようになった。

5-2　アクションリサーチによる授業改善
5-2-1　クレジットカード払いの仕組みを知る

【第2時間目】
本時では、前時のクレジットカード利用の話から、ク

レジットカードがどのような仕組みなのかに迫る。これ
までの授業では、前払いや後払い、クレジットカード利
用の危険性などを扱っていたが、今回は「なぜクレジット
カードの会社は先生にお金を貸してくれると思う？」と
いう問いを用意した。概要ではなく本質を取り上げて話
すことは抽象的で、生徒たちの理解が追いつかない心配
はあるが、アクションリサーチを通して、この授業内容
の変更が必要であると強く認識した。そこで、「クレジッ
トカードはいくらでも使える魔法のカードというわけで
はない」ことだけを重視し、信用による限度額の設定や、
発行審査があることをわかりやすく説明するに留めた。

また、スーパーバイザーとの話の中で「なぜクレジッ
トカードを作らせるのか」という問いも生まれ、購買を

 表3　本研究で実践した指導計画（6時間計画）
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自立した消費者を育成することを、消費者としての
社会の役割を理解させることだと仮定すると、生産から
消費までのお金の循環の仕組みや、貨幣経済という社会
の構造を説いていくことが必要になる。しかし、大人で
あってもつい忘れてしまうこの仕組みから、生活に役立
つ知識につなぐことは難しい。アクションリサーチの初
めに、評価から授業を作ることを考えた。これと、教科
書の枠を超えたアイデアを掛け合わせることはとても効
果的で、授業全体の見通しを持つことができ、教師が主
体的に授業を行うことができた。しかし、研修会を繰り
返す中で、生徒に伝えたい本質を追求していくと、単純
な評価で測り得ない、目に見えないことこそ、重要であ
ると再確認できた。
最終的にこの取り組みを通して、生活の中にある気

付きを学習にできるかが重要であるということに気づい
た。私たちが昨日観たテレビCMや折込チラシ、SNS上の
広告、値段の違う野菜、ポイントカード、流行、ニュース
など。これらになぜ？どうして？と疑問を持ち、それに
対して自分なりの答えを導く。それこそが生活の学問で
ある家庭科教育の役目である。すると、どのように授業
をするか、という問いや、どんな教材を用意するか、と
いう問いよりも、身近な生活の話から授業に繋げられる
か、を考え授業を作るべきである。教科書や指導要領に
書かれている本質を捉えれば、指導計画の組み立てや評
価物の用意も可能である。授業の作り方、評価の作り方
に迷うのは、教師が学習内容を理解していないことや、
教養が浅いことが原因かもしれない。教材となるものや
学習課題となるものは私たちの身の回りに溢れている。
それに気付ける視点を持った、常に学び続けようとする
教師でありたい。

6 ．まとめと今後の課題
本研究の意義は、中学校家庭科の消費者教育において

の開発された題材や教材の有効性にとどまらず、約1年
間をかけたアクションリサーチを通して、参加した家庭
科教諭にどんな変化につながるのか明らかにすることで
ある。その成果として以下の2点について述べる。
まず一つ目は、教員が学習指導要領にとらわれること

なく自由な発想で、題材開発に取り組んだことで、生徒の
授業への取り組みに変化が見られたということである。
これは、家庭科の教諭の言葉として、消費者教育が中学
生にとってなかなか“自分事”として捉えられないことが
問題として挙げられていたが、中学生が興味・関心を高め
るたけの教材を主体的に探った成果である。
二つ目は今回の取り組みで、家庭科の教諭は消費者教

育が目指すものは何か、自立した消費者とは具体的にど
んな姿なのか、その目標から見たときに、指導計画はこ
れでいいのかといった自発的な問いにつながっていった
ということである。
これまでにも消費者教育の研修の問題点として、教師

が受け身になりがちであるということが挙げられている
が、アクションリサーチによる消費者教育の題材開発は、

確かに、節約することを重視する生徒はおり、貯金す
ることやお金を使わないことに美徳を感じている生徒が
多いように感じる。もちろん、自由に使えるお金を持って
いないことにより、次いつ手に入るかわからないという
不安から、手放したくない心理も読み取れる。資金循環
の日米欧比較によると、日本の「家計の金融資産構成」の
うち「現金・預金」が占める割合は54.3%と3地域で最も高
い数値を示した（日本銀行統計調査局．2022）。生徒だけ
でなく、国民全体でお金を貯める傾向にある。しかし、
国をあげて資産運用を促し、銀行各社が投資に力を入れ
る昨今、金融教育としては拝金主義のように結論付けた
くはないと考えた。そこで、今回の実践の目標としてい
た ・「お金は面白い」ということを伝える ・お金を効果
的に利用できる　という視点を追加した。そして、この題
材の最後には、「自立した消費者を目指す」と結論づける
ことにした。①時間を節約するためにお金を使うことと
いう視点は前時で扱ったが、実感を伴うものではないと
感じた。そこで本時では、②自分の生活を豊かにするた
めにお金を使うことと話をすると、「好きなアニメのグッ
ズを買うことで幸せになれる」という生徒の意見があり、
大いに話題になった。そこで、「ゲームの課金やグッズの
購入による幸福は一時的なものだ」と意見すると、生徒は
納得してしまい、それ以上の意見がなくなった。授業の
まとめができなかったため、これを踏まえ、自立すると
いうことを考えさせるために、③生産者が狙っているこ
とについてもう1時間授業を設けることにした。自立した
消費者を目指し、どのように授業をまとめるかを課題に
したが、自分の中で自信を持った答えがないまま授業が
終わってしまった。中学生にとっての消費生活と、社会
が考える消費生活には、大きなズレがあり、消費者教育
の本質に迫ることは中学生にとって大きな壁であると感
じた。

5-3　授業実践を行った教師の振り返り
研修会の中で「自立した消費者とは何か」が話題に

なった。
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取り組み、その有効性について数量的なデータにより明
らかにしていくことである。

この問題の解決につながるものといえると考える。
今後の課題としては、さらに大きな研修の団体を対象

として教師の研修のあり方としてアクションリサーチに
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